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柏崎市鯨波産業団地整備について 

 

産業振興部ものづくり振興課 

  

１ はじめに ～国内の産業用地を取り巻く状況～ 

新型コロナウイルス対応や地政学的リスクの顕在化を背景に、サプライチェ

ーンを見直し、国内回帰・国内生産体制の強化を図る動きが引き続き見受けら

れ、令和６（２０２４）年度は国内投資額が３０年ぶりに１００兆円を超える

見通しである。 

また、全国の分譲可能な産業用地面積の推移を見ると、新たに産業用地は造

成されているものの、ストックは減少しており、産業用地の造成が分譲に追い

付いていない。そのため、国も新たな施策（交付金、伴走支援等）を順次展開

し、全国の産業用地整備を推進している状況である。 

 

 

２ 本市における産業団地造成の経緯 

（１）昭和 38（1963）年 「柏崎機械金属団地」を筆頭に、市内産業団地の整

備が順次行われた。 

（２）平成 20（2008）年 完成した柏崎フロンティアパークを最後に、産業団

地造成は行われていない。 

（３）令和 3（2021）年 柏崎フロンティアパーク完売 

（４）令和 4（2022）年 産業団地適地調査を実施。７か所の候補地から、最

終的には鯨波地内の該当地を適地と選定 

（５）令和 6（2024）年 柏崎市鯨波産業団地整備基本構想策定完了 

  団地名 場所 産業団地面積（ha） 産業用地面積（ha） 開設時期 

1 柏崎機械金属団地 田塚 15.6 12 S38 1963 

2 臨海工業団地 安政町 3.5 3.1 S43 1968 

3 藤井工業団地 藤井 9.1 8.9 S48 1973 

4 劔工業団地 劔 25.7 18.7 S48 1973 

5 田尻工業団地 安田 60.2 36.8 S61 1986 

6 西山工業流通団地 西山 40.6 31 S63 1988 

7 柏崎フロンティアパーク 軽井川 27.6 15.4 H20 2008 

【参考】本市における産業団地の諸元及び開設時期 

R7（2025）年 2 月 14 日 
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３ 柏崎市鯨波産業団地整備について 

（１）基本情報 ～基本構想における基本計画案より～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・土地利用計画（13.6ha（平地 10.8ha）、概算工事費 43 億円） 

・道路交通計画（交差点 2 か所、道路幅 12ｍ、最大傾斜 5.8％） 

・供給処理施設計画（給水：川内ダム、汚水：浄化槽、消防水利） 

・防災計画（調整池容量、下流排水ネックポイント） 

・景観形成、公園緑地計画（開発区域の 3％以上、2 か所以上配置） 

・造成計画（鉛汚染土壌の処分について） 
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（２）事業スケジュール案 

令和 7（2025）年度  基本設計、上水道基本設計、地形測量、物件補償ほか 

令和 8（2026）年度  用地測量、地質調査ほか 

令和 9（2027）年度  用地買収、移転補償ほか 

令和 10（2028）年度  設計、施工 1 年目 

令和 11（2029）年度  設計、施工 2 年目 

令和 12（2030）年度  設計、施工 3 年目、分譲開始 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 
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４ 事業費及び財源の検討 

（１）事業費及び年度内訳（概算） 

（２）財源の検討 

「鯨波産業団地整備基金」の造成及び「産業団地特別会計」の設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 度 
R7 

（2025） 

R8 

（2026） 

R9 

（2027） 

R10 

（2028） 

R11 

（2029） 

R12 

（2030） 
計 

総事業費 231,200 200,000 1,100,000 300,000 2,000,000 2,000,000 5,831,200 

事
業
費
内
訳 

工事費 - - - 300,000 2,000,000 2,000,000 4,300,000 

用地費 

/移転補償費 
- - 900,000 - - - 900,000 

調査設計費 231,200 200,000 200,000 - - - 631,200 

備考 

基本設計（上

水道含）、地

形測量、物件

補償ほか 

用地測量、地

質調査ほか 

 

用地買収、移転

補償ほか 

※DB の場合 

設計、施工 

1 年目 

※DB の場合 

設計、施工 

２年目 

※DB の場合 

設計、施工 

３年目 
 

（単位：千円） 


